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第３項 株主総会
(非常総会)
L. 22596条 ① 非常総会
(１)
のみが, 定款の一切の規定について変更する権
限を付与される｡ これに反する条項は, すべて記載がないものとみなされる｡
ただし, 非常総会は, 適法になされた株式併合の結果として生ずる処置を除き,
株主の義務を増加することはできない｡
② (2005年７月26日法律第2005842号第 61 条)《非常総会は, 出席しまた
は代理された株主が, 最初の招集については議決権のある株式の４分の１
(２)
以上
を, この要件を欠くときは, 第２回招集についてはその５分の１
(３)
以上を有する
ときにのみ, 有効に決議を行う｡ 第２回の総会は, 総会が招集された日から２
ヶ月以内の後日まで延期されることができる｡ (2009年１月22日オルドナンス
200980号第 7Ⅷ条)《株式が規制市場
(４)
上における流通を認められていない会
社においては》, 定款は, より厳格な定足数を定めることができる｡》
③ 非常総会は, 出席しまたは代理される株主が保有する議決権の３分の２以
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(２) 旧規定は, ３分の１であった｡
(３) 旧規定は, ４分の１であった｡
(４) 	

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上の多数をもって決定する｡
(1966年７月24日法律第66537号第153条)
(定款による通知書の記載事項の変更の通知)
R. 2109 条 ① R. 2103 条所定の通知書の記載事項が定款変更またはそれ以
外の行為・決議または決定の結果により失効をしたときは, 発生した変更は
(2007年５月９日デクレ第2007750号第32条)《R. 2103 条所定の要件のもとに》
公示される：
② 通知書は, 証書を受領した公証人によりまたは証書が提出された時間順に署
名される；それ以外の場合には, 会社の法定代表者により署名される｡
③ 当該通知書には, 次の事項を記載する：
１号 略号がある場合はその略号を伴う, 社号または社名；
２号 会社形態
３号 会社資本の総額
４号 会社住所の宛先
５号 R. 123237条第１号と第２号所定の記載事項および国立統計経済研究所
における会社の識別統一番号；
６号 新記載事項の傍らに旧記載事項を再掲してなされる変更の表示｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第287条)
(定款における最新の取締役等の氏名の省略)
R. 21010条 ① 定款に記載された最初の業務執行者・取締役・業務監査役
会の構成員および会計監査役の氏名は, 最新の定款において省略されることがで
き, かつ定款に反対の定めがある場合を除き, その職務においてこれらの者を引
き継いだ者の氏名に置き換える必要なしに, 商業及び会社登記簿に添付して付託
されることができる｡
② R. 2242 条の第４号および第８号所定の記載事項は, 会社が５年以上前から
商業及び会社登記簿に登録されているという要件のもとに, 改正された定款から
除外されることもできる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第288条)
(会社住所の移転)
R. 21011条 会社が登録された書記課の裁判所管轄外への会社住所の移転の
場合は, 新住所の県の法定公告受理資格のある新聞において公示される通知書は,
会社住所が移転されたことを表示し, R. 2104 条第１号・第２号・第４号および
第９号所定の記載事項を再掲し, さらに加えて以下の事項を記載する：
１号 旧会社住所に関する R. 123237条第１号および第２号所定の記載事項；
２号 会社が新会社住所に応じて登録された商業及び会社登記簿の表示｡
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(1967年３月23日デクレ第67236号第289条)
(第２回の総会招集手続)
R. 22570条 ① 総会が, 必要な定足数を欠くために正規に決議をすること
ができなかったときは, 第２回の総会が R. 22567条所定の手続をもって招集さ
れ, その招集の通知書は最初の総会の日付を再掲する｡
② L. 22596条第２項・L. 22599条第３項所定の要件のもとに延期される非常
総会または特種総会の招集についても同様とする｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第127条)
(株主総会への出席権の確認)
R. 22585条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第35条) Ⅰ. その証券が,
規制市場上における流通, または, 株主の名もしくは L. 2281 条第７項を適用
してその口座に登録されている仲介者の名において, 証券の計算上の登録
(５)
による
中央受託所
(６)
の取引を認められている会社の総会への出席権は, 会社により保有さ
れている記名証券の口座, または (2009年３月16日デクレ第2009295号第 45°
条)《通貨および金融法典
(７)
L. 2113 条所定の仲介者
(８)
》により保有されている無記
名証券の口座において, 総会の３営業日前のパリ時間０時に確認される｡
Ⅱ.－通貨および金融法典 L. 2113 条所定の仲介者により保有されている無記名
証券の口座における証券の登録または計算上の登録は, 遠隔地投票
(９)
もしくは委任
状の用紙に添付して, または株主の名においてもしくは登録された仲介者により
代理される株主のために作成された入場証明書の請求により, 当該仲介者により
交付される参加証明書により, 場合により R. 22561条所定の要件のもとに電子
的方法により証明される｡ 証明書は, 総会に物理的に出席することを望み, かつ
総会の３営業日前のパリ時間０時までに入場許可証を受領しなかった株主にも交
付される｡
Ⅲ.－株主がすでに遠隔地投票を行い, 委任状を送付し, またはⅡの最終文所定
の要件のもとに入場証明書または参加証明書を請求したときは, 定款の反対の規
定がある場合を除き, 株主は, 総会への他の出席方法をもはや選択することはで
きない｡
Ⅳ.－① すでに遠隔地投票を行い, 委任状を送付し, またはⅡの最後の文所定
の要件のもとに入場証明書または参加証明書を請求した株主は, 株式の全部また
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(５) enregistrement comptable
(６) 	

(７) code 
et financier
(８) 	
central
(９) vote distance
は一部をいつでも譲渡することができる｡
② しかしながら, 当該譲渡が総会の３営業日前のパリ時間０時までに行われる
ときは, 会社は, 結果的に, 場合に応じて, 遠隔地で行われた投票, 委任状, 入
場証明書または出席証明書を無効にしまたは変更する｡ そのために, (2009年３
月16日デクレ第2009295号第 45
｡
条)《通貨および財政法典の L. 2113条所定の》
仲介者は, 会社またはその受任者に譲渡を通知し, かつ会社または受任者に必要
な情報を伝達する｡
③ ３営業日前のパリ時間０時以後に行われたいかなる譲渡も, いかなる他の取
引も, 利用された方法がどんなものであろうと, あらゆる反対の合意にもかかわ
らず, (2009年３月16日デクレ第2009295号第 45
｡
条)《通貨および財政法典 L.
2113 条所定の》仲介者により通知されず, または会社により考慮されない｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第136条)
(株主総会への出席権の確認)
R. 22586条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第36条) ① その証券が,
規制市場上での取引も, 会社により保存されている記名証券の口座においても,
株主の名において証券の登録により中央受託所の取引も認められていない会社の
総会に出席する権利は, 株主総会の日に確認される｡ ただし, 会社は, 定款の特
別な規定により, 総会の３営業日前のパリ時間０時までに前記と同一の口座にお
いて証券の登録により総会に出席する権利が確認されることを決定することがで
きる｡
② すでに遠隔地投票を行いまたは委任状を送付した株主は, 株式の全部または
一部をいつでも譲渡することができる｡ 会議当日または第１項最終文所定の適用
により定款をもって定められた日付の以前に譲渡が行われた場合には, 特別の定
款の定めがある場合を除き, 会社は, 結果的に, 遠隔地で行われた投票または当
該株主の委任状を, 総会の会議開始前に無効にしまたは変更する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1361 条)
(株式共有者の権利行使)
R. 22587条 L. 225110条第２項所定の要件のもとに共有株式の共有者を代理
する任務を負う受任者は, レフェレの形式をもって決定する商事裁判所長の命令
により選任される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第137条)
(総会の議長)
R. 225100条 ① 株主総会は, 取締役会長または場合により業務監査役会長
により, またはこれを欠くときは定款所定の者により主宰される｡ これをも欠く
ときは, 総会は, 自らその議長を選任する｡
② 会計監査役・裁判による受任者または清算人による招集の場合には, 総会は,
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当該総会を招集した者またはその中の１人により主宰される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第146条)
(総会の開票者・書記)
R. 225101条 ① 最多数の議決権を有しかつ当該職務を受諾する総会の２人
の構成員が, この総会の開票者となる｡
② 総会の事務局は, 定款に別段の定めがある場合を除き, 株主以外から選任さ
れることができる書記を任命する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第147条)
(取締役会・業務執行役会の報告書)
R. 225102条
(10)
① 取締役会または場合により業務執行役会は, とくに (2006
年12月11日デクレ第20061566号第39条)《L. 225100条・L. 2251002 条》所定
の報告書において, 最終経過会計年度中の会社および子会社がある場合にはその
子会社の活動, 当該活動の成果, 実行された進展または遭遇した困難および将来
の見通しについて, 明確かつ正確に説明する｡ 取締役会は, L. 225511 条所定
の業務全般の指揮の２つの実行方法のうちの１つについてなされた選択を明らか
にする｡ 変更の場合を除き, 当該記述は, 後の報告書に再度記載されない｡
② 最近の５会計年度または会計年度数が５未満のときは会社の設立もしくは当
該会社による他の会社の吸収以降に終了した各会計年度中の会社の成果を明らか
にするために, そのひな形が本編の添付資料 22 にある一覧表が, 前項所定の報
告書につけ加えられなければならない｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第148条)
(検査役の選任とその職務)
R. 225103条 ① L. 225101条所定の検査役は, R. 2257 条所定の要件のも
とに選任されかつ職務を遂行する｡
② 取得した財産を記載した報告書は, 価格の決定について考慮された基準を明
らかにし, かつ当該基準の妥当性を評価する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1481 条)
(デクレ所定の基準となる数値)
R. 225104条 (2012年４月24日デクレ第2012557号第１条) ① L. 2251021
条第６項所定の値は, 当該会計年度中における, 貸借対照表の合計については１
億ユーロ, 取引総額中の純額
(11)
については１億ユーロ, および常勤で雇用された従
業員の平均人数については500人に定められる｡
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(10) R. 225102条ないし R. 2251051 条の規定は, Code des の参照条文による｡
(11) montant net
② 当該会計年度中の貸借対照表の合計, 取引総額中の純額および常勤で雇用さ
れた従業員の平均数は, R. 123300条第４項・第５項・第６項に従って決定され
る｡
(取締役会・業務執行役会の報告書)
R. 225105条 (2012年４月24日デクレ第2012557号第１条) ① L. 225102
条所定の取締役会または業務執行役会の報告書は, 会社の活動の社会的および環
境上の影響を考慮するために, かつ, 持続的な発展のための社会的参加
(12)
を果たす
ために, L. 2251021 条第５項の規定の適用により, 会社により, および, L.
2331 条の意味で子会社がある場合には当該子会社により, または, L. 2333 条
の意味で当該会社が支配する会社がある場合には当該被支配会社により, 成し遂
げられた活動および示された方向性を説明する｡
② 当該報告書は, 終了した会計年度中, および, 必要な場合には前会計年度中
に指摘された資料を, 資料間の比較を可能にするように提示する｡
③ 当該報告書は, R. 2251051 条所定の情報の中で, 活動の種類または会社機
関にかんがみて, すべての有用な説明を提示することにより, 表示されることの
できない, または関連性があると思われない情報を明らかにする｡
④ 会社が任意に社会または環境に関する国内または国際的な指標
(13)
に従うとき,
当該報告書は, 採用された当該指標の推薦および当該指標の参照方法を明らかに
することにより, 当該指標を記載することができる｡
(取締役会・業務執行役員会の報告書の記載事項)
R. 2251051 条 (2012年４月24日デクレ第2012557号第１条) Ⅰ.－R. 225
105条第３項の規定の留保のもとで, R. 225104条の第１項所定の要件を満たす
会社の取締役会または業務執行役会は, L. 2251021 条第５項の規定の適用に関
して, 以下の情報を報告書に記載する：
１号 会社の情報：
a) 雇用：
－全体の人員ならびに性別・年齢および地理的な範囲による従業員の分布；
－採用と解雇；
－賃金とその変化；
b) 勤務の構成
(14)
：
－勤務時間の構成；
c) 会社との関係：
－会社の対話組織, とくに使用人による情報請求および相談手続ならびに使用
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(12) engagements 	

(13) 
(14) organisation du travail
人との交渉の手続；
－集団的協定
(15)
の総括；
d) 健康および安全：
－職務上の健康および安全の要件；
－職務上の健康および安全に関して労働諸団体または使用人の代表者と締結さ
れた協定の総括；
e) 職業教育：
－職業教育に関して利用された方策；
－職業教育時間の総数；
f) 待遇の平等：
－女性と男性間の平等のために取られた措置；
－障がいのある人の雇用および同化のために取られた措置；
－差別に対する闘いの方策；
２号 環境の情報：
a) 環境に関する全体的な方策：
－環境問題を考慮するための会社組織, および必要な場合には環境に関する評
価または証明の手続；
－環境保護に関する教育活動および成し遂げられた従業員の情報活動；
－環境上の危険および公害の予防措置のために確立された方法；
b) 公害と廃棄物の管理：
－環境に重大な悪影響を及ぼす大気中・水中および地中への廃棄の予防・削減
または修復の措置；
－廃棄物の予防・リサイクルおよび削減の措置；
－騒音公害および活動に特有の他のあらゆる形態の公害に対する配慮；
c) 資源の持続的な利用：
－現地の制約に応じた水の消費および水の供給；
－原料の消費および当該原料における効率性を改善するために取られた措置；
－エネルギーの消費・エネルギーの効率性を改善するために取られた措置およ
び再生可能エネルギーに頼ること；
d) 気候変動：
－温室効果ガスの排除；
e) 生物多様性の保護：
－生物多様性を保護しまたは進化させるために取られた措置；
３号 持続的な発展のための社会的参加に関する情報：
a) 会社の活動の領土的・経済的および社会的影響：
－雇用と地域の発展に関して；
－周辺および地元の住民について；
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(15) accords collectifs
b) 会社の活動により関係する人または組織, とくに同化団体・教育機関・環
境保護団体・消費者団体および周辺の住民との間で維持される関係：
－これらの人または組織との対話の条件；
－労使協調またはメセナの活動；
c) 下請けおよび納入業者：
－購入方策における社会的および環境上の問題点に対する配慮｡
Ⅱ.－R. 225105条第３項の規定の留保のもとに, 証券が規制市場上での流通を
認められている会社の取締役会または業務執行役会は, 上記Ⅰ所定の情報に補足
して, 以下の情報を報告書に記載する：
１号 会社の情報：
b) 勤務の構成：
－欠勤；
d) 健康および安全：
－労働災害, とくにその頻度および重度, ならびに職業病；
g) 以下に関する国際労働機関の基本協定の約定の促進および遵守：
－結社の自由および団体交渉権の尊重；
－雇用および職業に関する差別の撤廃；
－強制労働の排除；
－児童労働の実効のある廃止；
２号 環境の情報：
a) 環境に関する全体的な方策：
－当該情報が係争中の訴訟において会社に重大な損害をもたらす種類のもので
はないことを要件として, 環境に関する危険に対応するための引当金および担保
の額；
c) 資源の持続的な利用：
－地表の利用；
d) 気候変動：
－気候変動の影響への適応；
３号 持続的な発展のための社会的参加に関する情報：
c) 下請けおよび納入業者：
－下請けの重要性ならびに納入業者および下請けとの関係における社会的およ
び環境上の責任に対する配慮；
d) 実務上の誠実性
－汚職を防止するために開始された活動；
－消費者の健康および安全のために取られた措置；
e) 本３号の名目で, 人権のために開始された他の活動｡
(取締役会・業務施行役員会の報告書の検査)
R. 2251052 条 (2012年４月24日デクレ第2012557号第１条) Ⅰ.－① L.
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2251021 条第７項の適用により, 第５項によって会社の取締役会または業務執
行役会により提出される報告書に記載しなければならない情報を検査するために
招集された独立第三者機関は, ６会計年度超えることができない期間について,
フランス認証委員会
(16)
(COFRAC) により, または認証機関についてヨーロッパの
調整により作成された多国間の承認についての協定の署名者である他のあらゆる
認証機関によりこのために推薦された機関の中から, 業務執行役員または場合に
より業務執行役会長がこれを選任する｡
② 独立第三者機関は, L. 82211条所定の兼任禁止に服する｡
Ⅱ.－L. 2251021 条第５項により事業報告書に記載しなければならない情報の
検査は, 独立第三者機関の報告書をもたらすことになり, 当該報告書は以下の事
項を含まなければならない｡：
a) R. 225105条第３項所定の説明が省略されかつ含まれていない情報がある
場合にはそれを指摘したうえで, R. 2251021 条所定のすべての情報が事業報告
書において存在していることに関する証明書；
b) 以下についての根拠のある意見：
－事業報告書に記載している情報の真実性；
－R. 225105条第３項の適用上いくつかの情報の欠如がある場合には, そのこ
とに関する説明；
c) 検査の職務を進めるために利用された訴訟｡
Ⅲ.－国璽尚書すなわち司法大臣ならびにエコロジー・経済および労働の任務を
負う大臣たち共同の命令
(17)
は, 独立第三者機関が職務を進める方法を定める｡
Ⅳ.－① 会社が, 環境マネジメントおよび監査の ECの制度への自発的な組織
の参加に関する2009年11月25日ヨーロッパ議会および理事会の第12212009号規
則 (CE) に任意に従う場合には, 事業報告書に添付された当該規則の第25条８
および９の規定に従って環境の検査官により署名された申告書が, 環境の情報に
関する独立第三者機関の意見に相当する｡
② その反面, 会社活動の社会的な影響および持続的な発展のための社会的参加
に関する情報の検査は, 本条のⅠ・ⅡおよびⅢ所定の方法に従って, 独立第三者
機関の管轄にとどまる｡
(議事録)
R. 225106条 ① 総会決議の議事録は, 開催の期日および場所・招集方法・
議事日程・事務局の構成・決議に加わった株式数および充足定足数・総会に提出
された書類および報告書・討論の要約・表決に付された決議事項および表決の結
果を表示する｡ 当該議事録は, 事務局の構成員により署名される｡
② 議事録は, R. 22522条および R. 22549条所定の要件のもとに, 会社住所に
翻
訳
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 381(1417)
(16) 	
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保存される特別帳簿上に作成される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第149条)
(表決結果のインターネットサイト上での公示)
R. 2251061 条 (2010年６月23日デクレ第2010684号) 株式が規制市場上に
おける流通を認められている会社は, 総会の開催に続く15日の期間内において,
少なくとも以下の事項を含む表決の結果を R. 21020条所定のインターネットサ
イト上に公示する：
１号 総会に出席しまたは代理された株主の数；
２号 総会に出席しまたは代理された株主の議決権数；
３号 各決議について, 株式数および株式が表章する会社資本の割合を詳細に
説明することにより示された議決権の合計数, 決議に賛成した議決権の数とパー
センテージならびに棄権票を含めて決議に反対した議決権の数とパーセンテージ｡
(定足数を欠く場合の議事録の作成)
R. 225107条 必要な定足数を欠くために総会が正規に決議することができな
いときは, 当該総会の事務局によりそのことについての議事録が作成される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第150条)
(総会議事録の謄本・抄本)
R. 225108条 ① 株主総会の議事録の謄本または抄本は, 取締役会長または
業務執行役員の職務を行使する１名の取締役により, あるいは場合により業務監
査役会長もしくは副会長または業務執行役会の１名の構成員により証明される｡
当該謄本・抄本は, 総会の書記によっても証明されることができる｡
② 会社の清算の場合には, 当該謄本・抄本は, １名の清算人により証明される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第151条)
(会社国籍の変更)
L. 22597条 非常総会は, 受入国が, その国籍を取得することおよび自己
の領土内に会社住所を移転することを許可し, かつ会社の法人格を維持する特
別の条約をフランスと締結していることを要件として, 会社の国籍を変更する
ことができる｡
(1966年７月24日法律第66537号第154条)
(通常総会)
L. 22598条 ① 通常総会は, L. 22596条および L. 22597条所定の事項を
フ
ラ
ン
ス
会
社
法
(
六)
382(1418) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
除く一切について決議を行う｡
② (2005年７月26日法律第2005842号第 6Ⅱ条)《通常総会は, 最初の招集
について, 出席しまたは代理される株主が議決権のある株式の５分の１
(18)
以上を
有するときにのみ有効に決議を行う｡ (2009年１月22日オルドナンス第200980
号第 7Ⅷ条)《その株式が規制市場上における流通を認められていない会社に
おいては, 定款は, これを上回る定足数を定めることができる｡》第２回の招
集については, いかなる定足数も要求されない｡
③ 通常総会は, 出席しまたは代理される株主は保有する議決権の過半数をもっ
て決定する｡
(1966年７月24日法律第66537号第155条)
(特種株主総会)
L. 22599条 ① 特種株主総会
(19)
は, 特定の種類株式の名義人を招集する｡
② ある種類株式に関する権利を変更する株主総会の決定は, 当該種類株主の
特種株主総会による承認の後にのみ確定する｡
③ (2005年７月26日法律第2005842号第 6Ⅲ条)《特種株主総会は, 出席し
または代理される株主が, 最初の招集については権利を変更することが予定さ
れている議決権のある株式の３分の１
(20)
以上を, 第２回の招集についてはその５
分の１
(21)
以上を有するときにのみ, 有効に決議を行う｡ この要件を欠くときは,
第２回総会は, 総会が招集された日から２ヶ月以内の後日まで延期されること
ができる｡ (2009年１月22日オルドナンス第200980号第 7Ⅸ条)《その株式が
規制市場上における流通を認められていない会社においては, 定款は, これ
を上回る定足数を定めることができる｡》
④ 特種株主総会は, L. 22596条３項所定の要件をもって決定する｡
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[参照条文] R. 22570条・R. 22585条から R. 22587条および R. 225100条から
R. 225108条 (前述 L. 22596条の参照条文)
(18) 旧規定は, ４分の１であった｡
(19) 	

(20) 旧規定は, ２分の１であった｡
(21) 旧規定は, ４分の１であった｡
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(1966年７月24日法律第66537号第156条)
(年次総会)
L. 225100条 ① 通常総会は, 裁判の決定による期間の延長の留保のもと
に, 会計年度末から６ヶ月内に年に１回以上招集される｡ (2012年３月22日法
律第2012387号第17Ⅱ3
｡
条)《通常総会が当該期間内に招集されなかったと
きは, 検察官またはすべての株主は, 必要な場合にはアストラントの下, 当該
総会を招集することまたはそれを実行するための受任者を選任することを指揮
者に命じるためにレフェレにより決定する権限を有する裁判所長に提訴するこ
とができる｡》
② (2004年12月20日オルドナンス第20041382号第３条)《取締役会または業
務執行役会は, その報告書ならびに年次計算書類, および必要な場合には総会
に帰属する事業報告書を添付された連結計算書類を総会に提出する｡》
③ (2004年６月24日オルドナンス2004604号第511 条)《当該報告書は, 会
社の取引・成果および財政状況とくに負債の状況の変動について, 取引の量お
よび複雑さの観点から, 客観的かつ網羅的な概要を含む｡》(2004年12月20日オ
ルドナンス第20041382号第３条)《本法典の他の規定に従って報告書に記載さ
れるべき金銭的性質の成果の主要な指標に加えて, 取引, 成果または会社の状
況の変動の内容に必要な範囲で, 概要は, 必要な場合は, 会社の独自の活動に
関する非金銭的性質の成果の主要な指標, とくに環境および使用人の問題に関
する情報を含む｡
④ 《報告書は, 会社が直面している主要な危険および不確定要素の記述も含
む｡
⑤ 《第３項所定の概要は, 必要な場合には, 年次計算書類において示された
金額への参照および当該金額に関する補足説明を含む｡
⑥ 《報告書は, さらに, 金融証券が企業の資産・負債・財政状況および損益
の評価に関連があるときは, 企業によるその利用に関する情報を含む｡ 当該情
報は, 財政上の危険の管理に関しての, 会社の目標および方策を対象とし, こ
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れには担保会計の使用がなされることが予想される主要な各種類の取引の担保
に関する方策が含まれる｡ 当該情報は, 価格・信用・流動資産および資金調達
の危険についての会社の説明も対象とする｡》
⑦ (2004年６月24日オルドナンス第2004604号第511 条)《L. 2251291 条
および L. 2251292 条の適用により, 資本増加の範囲内で株主総会により取
締役会または業務執行役会に認められた有効期間中の委任の要約一覧表は, 当
該報告書に添付される｡ 一覧表は, 実行中に当該委任のうち行われた利用を明
らかにする｡
⑧ 《会計監査役は, L. 225235条 [8239 条ないし82311条] により会計監
査役に付与された職務の実行を会計監査役報告書に記載する｡》
⑨ 通常総会は, 経過会計年度の年次計算書類 (2001年５月15日法律第2001
420号)《および連結計算書類がある場合には当該書類》に関する一切の問題を
審議しかつ決定する｡
⑩ 当該総会は, L. 22518条・22524条４項・22540条３項・22542条３項・
22545条によりとくに付与された権限, または必要な場合には22575条・225
78条４項・22583条・22588条３項・22590条３項によりとくに付与された権
限を, 行使する｡
⑪ (2004年６月24日オルドナンス第2004604号第511 条により削除)《当該
総会は, 社債の発行および社債に付与する特別担保の設定を授権する｡ ただし,
会社が受諾する貸付の融資金に充当される借入社債
(22)
の発行をその主たる目的と
する会社においては, 取締役会または場合により業務執行役会は, 定款に反対
の定めのない限り, 当然に社債発行の権限を有する｡》
(1966年７月24日法律第66537号第157条)
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(年次総会招集の期限)
R. 22564条 通常総会の開催のために L. 225100条に定められた６ヶ月の期
間は, 取締役会または場合により業務執行役会の請求により, 申立にもとづいて
判定を行う商事裁判所長の命令により延長されることができる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第121条)
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(22) emprunrs obligataires
(適用除外)
L. 2251001 条 (2004年12月20日オルドナンス第20041382号第４条) ①
L. 225100条３項ないし６項は, 会計年度末に以下の基準のうちの２つにつき
デクレ所定の数字を超えない会社には適用されない：会社の貸借対照表の総額,
取引総額中の純額または会計年度中に常勤で雇用されている従業員の平均数｡
本項は, 通貨および金融法典 L. 2111 (2009年１月８日オルドナンス200915
号第17条)《Ⅱ》条１または２所定の金融証券が規制市場上における流通を認
められている会社には適用されない｡
② 会計年度末に以下の基準のうちの２つにつきデクレ所定の数字を超えない
会社は, L. 225100条第３項最終文所定の非財政的種類の情報を提供すること
を義務づけられない：会社の貸借対照表の総額, 取引総額中の純額または会計
年度中に常勤で雇用された従業員の平均数｡ 本項は, 通貨および金融法典 L.
2111 (2009年１月８日オルドナンス200915号第17条)《Ⅱ》条１または２所
定の金融証券が規制市場上における流通を認められている会社には適用されな
い｡
(連結事業報告書)
L. 2251002 条 ① (2004年12月20日オルドナンス第20041382号第４条)
会社が L. 23316条を適用して連結計算書類を作成するときは, 連結事業報告
書は, 取引の量および複雑さの観点から, 連結に含まれている企業全体の取引・
成果および財政状況とくに企業全体の負債の状況の変動について, 客観的かつ
網羅的な概要を含む｡ 企業の取引・成果または会社の状況の変動の理解に必要
な範囲で, 概要は, 企業の独自の活動に関する財政的種類の成果と同様, 必要
に応じて非財政的種類の成果の主要な指標, とくに環境および使用人の問題に
関する情報を含む｡
② 当該報告書は, 連結決算に含まれる企業全体が直面している主要な危険お
よび不確定要素の記述も含む｡
③ 第１項所定の概要は, 必要な場合には, 連結計算書類において示された金
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額への参照および当該金額に関する補足説明を含む｡
④ 当該報告書は, さらに, 金融証書が企業の資産・負債・財政状況および損
失または利益の評価に関連があるときは, 企業によるその利用に関する情報を
含む｡ 当該情報は, 財政上の危険の管理に関して, 担保会計が用いられること
について定められた取引の主要な各種類の担保に関する方策を含む会社の目的
および方針を記載する｡ 当該情報は, 価格・信用・流動資産および資金調達の
危険についての会社の説明も記載する｡
(事業報告書の記載事項)
L. 2251003 条 (2006年３月31日法律第2006387号第６条) 証券が規制市
場上における流通を認められている会社については, L. 225100条の対象とな
る報告書は, 以下の項目が公開
(23)
買付時に影響を持ちうる場合には, 当該各項目
を提示し, かつ, 必要な場合には説明をする｡
１号 会社資本の構成；
２号 議決権の行使および株式の移転に対する定款上の制限または L. 233
11条を適用して会社に知らされた契約の条項；
３号 L. 2337 条および L. 23312条により会社が知ることになった会社資
本における直接または間接の資本参加；
４号 特別な監督
(24)
権を伴うすべての証券の保有者の名簿および当該権限の説
明；
５号 監督権が従業員持株会
(25)
により行使されないとき, 当該持株会制度にお
いてたまたま定められている監督の仕組み；
６号 会社が知り, かつ株式の移転および議決権の行使に制限をもたらしう
る株主間の合意；
７号 取締役会または業務執行役会の構成員の選任および交替ならびに会社
の定款の変更に適用されうる規定；
８号 取締役会または業務執行役会の権限, とくに株式の発行および買戻し
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(23) offre publique
(24) 	
(25) actionnariat du personnel
に関して；
９号 公表することが法律上の義務である場合を除き, その公表が会社の利
益に重大な侵害をするのでない限り会社の監督の交替時に変更されまたは終了
する, 会社により締結された合意；
10号 取締役会もしくは業務執行役会の構成員または従業員が, 実質的かつ
重大な理由なく辞任しまたは解約される場合に, または, 当該構成員または従
業員の職務が公開買付を理由として終わる場合に, 当該構成員または従業員の
ための賠償金を定める合意｡
(株主所有の財産の取得時の検査)
L. 225101条 ① 会社登録に続く２年の期間内において, 会社が, 価値が
会社資本の10分の１以上である株主の所有である財産を取得するときは, 自己
の責任において当該財産の価値を評価する任務を負う検査役が, 取締役会長ま
たは場合により業務執行役会長の請求に応じて, 裁判所の決定により選任され
る｡ 当該検査役は, L. 225224条に定められた兼任禁止に服する
(26)
｡
② 検査役の報告書は, 株主の措置に委ねられる｡ 通常総会が, 財産の評価に
ついて決定し, これに反する取得は無効とする｡ 売主は, 自らとして代理人と
しても議決権を有しない｡
③ 本条の規定は, 司法機関の監督のもとにおいて, または, 会社の日常的な
取引かつ通常の条件で締結された取引の範囲内で, 取得が取引所でなされたと
きには適用することができない｡
(1966年７月24日法律第66537号第1571 条)
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(株主に対する開示事項)
R. 22583条 会社は, 以下の内容の情報を, 一または複数の文書において, R.
22588条および R. 22589条所定の要件のもとに, 株主に発送しまたは株主の措
置に委ねる：
１号 取締役および業務執行役員, または業務監査役会および業務執行役会の
構成員の名および通称, ならびに必要があるときはこれらの者が業務執行・指揮・
管理または監督の職務を行使する他会社の表示；
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(26) L. 225224条は, 2003年８月１日法律第2003706号により削除｡ L. 82211条を参照｡
(取締役会・業務執行役員会の報告書)
L. 225102条 ① 取締役会または場合により業務執行役員会により総会に
提出される報告書は, 毎年, 会計年度の最終日における会社資本への従業員の
参加状況について説明し, かつ, 会社の使用人により, および労働法典 L.
4431 条ないし L. 4439 条所定の企業の貯蓄計画の範囲内で L. 225180条の意
味で結合した会社の使用人により, ならびに有価証券による集団投資機関
(27)
に関
翻
訳
２号 取締役会または場合により業務執行役会より提出される決議案の全文
３号 株主により提案される決議案があるときはその全文および理由書 (2910
年12月23日デクレ第20101619号)《ならびに株主の請求に基づき議事日程に付加
された項目の一覧表；
４号 取締役会または場合により業務執行役員会の報告書ならびに必要あると
きは業務監査役会の意見書；
５号 議事日程が取締役または業務監査役会の構成員の選任を含む場合には：
a) 候補者の名・通称および年令・最近５年間における職歴および職業上の活
動とくに他の会社において遂行しまたは遂行した職務；
b) 当該候補者により会社において占められる役職または職務およびその者が
名義人または所持人である当該会社の株式数；
６号 L. 225100条所定の通常総会に関するとき：
a) 年次計算書類・連結計算書類・グループの業務執行に関する報告書・明確
な成果配分の一覧表とくに分配が提案されている金額の出所；
b) 最近の５各会計年度または会計年度数が５未満のときは会社の設立または
当該会社による他の会社の吸収以降に終了した各会計年度中における会社の成果
を明らかにさせるために, そのひな形が本編の添付文書 22 である一覧表；
c) L. 22540条第３項と L. 22588条第３項および L. 2323 条・L. 2341 条お
よび R. 8237 条所定の会計監査役の報告書；
d) 必要があるときは業務監査役会の意見書；
(2008年９月１日から, 2008年３月13日デクレ第208258号により削除)《e)
R. 2329 条ないし R. 23214条所定の会社は, 会計年度の終了時にポートフォリ
オに保有されている有価証券の目録を株主にも発送する；》
７号 L. 225101条所定の通常総会に関するときは, 当該条文所定の検査役の
報告書；
８号 非常総会または L. 22599条所定の特種株主総会に関するときは, 必要
があるときは総会に提出される会計監査役の報告書｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第135条)
[参照条文] R. 225103条 (前述 L. 22596条の参照条文)
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しかつ債権合同ファンド
(28)
の創設をもたらす1988年12月23日法第881201号第３
章により規制される企業の投資合同ファンド
(29)
の範囲内で従業員および元従業員
により, 保有されている株式が表章する資本の割合を明らかにする｡ L. 225
194条および L. 225197条 [削除], 民営化の方法に関する1986年８月６日法律
第86912号第11条 [削除] ならびに労働法 L. 4427 条 [L. 332410条] 所定の
譲渡禁止期間中に従業員により直接保有されている株式も考慮される｡
② 経済的主体性の拡大に関する1984年７月９日法律第84578号所定の従業員
による企業買収行為の範囲内において従業員により, ならびに生産協同組合の
地位をもたらすに関する1978年７月19日法律第78763号の意味での生産協同組
合の従業員により, 取得された株券は, 前項所定の資本の割合の評価について
考慮されない｡
③ (2001年２月19日法律第2001152号)《年次報告書が第１項所定の事項を
含まないときは, すべての利害関係人は, アストラントの下, 取締役会または
場合により業務執行役会に当該情報を伝達することを命じることをレフェレに
より決定する裁判所長に請求することができる｡
④ 《請求が認められたとき, アストラントおよび手続費用は取締役または場
合により業務執行役会の構成員の負担とされる｡》
(同上)
L. 2251021 条 ① (2001年５月15日法律第2001420号) L. 225102条の
対象となる報告書は, 会社の各受任者に対して, 当該会計年度中に支払われた
すべての報酬およびあらゆる種類の利益を考察し, (2004年６月24日オルドナ
ンス第2004604号)《これには, 資本証券・債権証券または資本に到達しうる
(30)
もしくは L. 22813条および L. 22893条所定の１または複数の会社の債権証券
の割当てを受ける権利を付与する証券の授与という手続のもとでなされるもの
が含まれる｡
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(27) organismes de placement collectif
(28) fonds communs de 
(29) fonds communs de placement d’entreprise
(30) donnat 	au capital
② 当該報告書は, L. 23316条の意味で支配されている会社 (2003年８月１
日法律第2003706号第138条)《または委任が行われている会社を同条の意味で
支配している会社》の側から各受任者が当該会計年度中に受領したあらゆる種
類の報酬および利益をも表示する｡
③ (2005年７月26日法律第2005842号第 9Ⅰ条)《当該報告書は, これらの
報酬および利益を構成する固定的または可変および特別の項目, ならびに報酬
および利益が計算された適用基準またはそれが定められた状況を, 区別して記
載する｡ (2011年１月27日法律第2011103号第３条)《当該報告書は, 必要があ
れば, 場合により L. 22545条第２項または L. 22583条第２項の適用について
記載する｡》当該報告書は, これらの職務の就任・終任または変更により支払
われたまたは支払われうる報酬・手当または利益の各項目に対応する, 会社受
任者のために会社によりなされたあらゆる種類の契約をも表示する｡ この名目
で提供された情報は, 当該契約の決定方法を明確にしなければならない｡ 善意
の場合を除き, 本項の規定の不知により行われた支払および締結された契約は,
取り消されることができる｡》
④ 当該報告書は, 当該会計年度中に各受任者によりすべての会社において行
われたすべての委任および職務の一覧表も含む｡
⑤ (2010年７月12日法律第2010788号第2251 条)《当該報告書は, 会社が
その活動の社会的および環境の影響を考慮する方法についての情報, ならびに
持続的な発展のため (2011年６月16日法律第2011672号第９条)《および差別
に対する闘いと多様性の促進のための》社会的参加についての情報も含む｡ コ
ンセイユ・デタの議を経たデクレは, (2012年３月22日法律第2012387号第12
Ⅰ1
｡
条)《会社が規制市場における流通を認められているか否かに応じて, デー
タの比較を可能にするように, 本項所定の情報ならびに情報の提供方法を明確
にする２つの一覧表を》定める｡
⑥および⑦ 2010年10月22日法律第20101249号第32Ⅰ1
｡
条により削除
⑧ (2010年10月22日法律第20101249号第32Ⅰ2
｡
条)前項の規定は, (2010
年７月12日法律第2010788号第225Ⅰ条)《証券が規制市場上での取引を認め
られている会社ならびに貸借対照表の合計または取引総額または従業員数がコ
ンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められた値を超えている会社に》適
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用される｡ 会社が連結計算書類を作成するときは, 提示された情報は, 連結
され, かつ会社自身および L. 2331 条の意味でのすべての子会社または会社
が L. 2333 条の意味で支配している会社を対象とする｡ (2012年３月22日法律
第2012387号第12Ⅰ2
｡
)《これらの情報は, 子会社または被支配会社による
詳細な方法をもって, それらを L. 2333 条の意味において支配している会社
により公示されているがゆえに, またさらにこれらの子会社または被支配会社
は, みずからの事業報告書において, どのように情報を取得したかを説明して
いるがゆえに本項第１文所定の数値を超える子会社または被支配会社は, 本条
第５項所定の情報を公示することを義務づけられない｡》子会社または被支配
会社が国土上に設立されるとき, かつ, これらの会社が許可または登録に服す
る特定施設
(31)
を含むときは, 提示された情報は, 当該情報が相互補完的な性格を
有しないときはこれらの個々会社を対象としている｡
⑨ 《記載しまたは法律上および規則上の義務に照らして記載すべき会社およ
び環境の情報は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められた方法に
従って独立第三者機関による検査の対象となる｡ 当該検査は, 株主総会または
社員総会に提出される意見書をもたらすと同時に取締役会または業務執行役会
の報告書をもたらす｡
⑩ 《前項は, 証券が規制市場上での取引を認められている企業に対して,
2011年12月31日 (2012年３月22日法律第2012387号第12Ⅰ3
｡
条)《以後に開
始された》会計年度の初めから適用される｡ 本条に関係する企業すべてに対し
て, 2016年12月31日までに終了する会計年度の初めから適用される｡
⑪ 《独立第三者機関の意見書は, とくに法律上または規則上の義務に照らし
て記載すべきあらゆる情報の存在について証明をもたらす｡ この証明は, 本条
に関係する企業全体に対して, 2011年12月31日 (2012年３月22日法律第2012
387号第12Ⅰ3
｡
条)《以後に開始される》会計年度の初めから適用される｡》
⑫ (2005年７月26日法律第2005842号第 9Ⅰ条)《L. 225102条の最後の２
項の規定は, 本条所定の情報に適用することができる｡》
⑬ (2003年８月１日法律第2003706号)《第１項ないし (2005年７月26日法
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(31) installations (中村紘一ほか監訳 『フランス法律用語辞典』 (第三版) (三省堂,
2012年) 236頁)｡
律第2005842号第 9Ⅰ条)《第３項》の規定は, 証券が規制市場における流通
を認められておらず, かつ, 証券が規制市場上における流通を認められている
会社により L. 23316条の意味で支配されていない会社に適用されることはで
きない｡》(2004年６月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅱ条)《これらの規
定は, 加えて, 証券が規制市場上における流通を認められている会社において
いかなる委任も有しない会社受任者に適用することはできない｡》
⑭ (2010年10月22日法律第20101249第32Ⅰ3
｡
条)《(2012年３月22日法律
第2012387号第12Ⅰ4
｡
条) (2013年) １月１日から, 政府は, 第５項所定の
規定の企業による適用に関する報告書, ならびに, 企業の社会的責任を促進す
るためにフランス・ヨーロッパおよび国際的な水準で推進する活動に関する報
告書を, ３年ごとに議会に提出する｡》
(同上)
L. 2251022 条 (2003年７月30日法律第2003699号第23条) 少なくとも環
境法典 (2013年７月16日法律第2013619号第11Ⅱ条
(32)
)《L. 51536条
(33)
》所定の
一覧表に載っている施設を経営する会社に対して, 本法典 L. 225102条所定の
報告書は：
－会社により引き起こされる科学技術に関連する事故の危険の予防方策を通
知する；
－当該施設の経営が原因で財産と人に対して民事責任を負うべき会社の能力
を説明する；
－当該責任を負わせる科学技術に関連する事故の場合に, 被害者に対する賠
償の管理を保証するために会社により準備された資力を明示にする｡
(総会の招集権者・招集地)
L. 225103条 Ⅰ.－株主総会は, 取締役会または場合により業務執行役員
会により招集される｡
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[参照条文] R. 225104条 (前述 L. 22596条の参照条文)
(32) 2015年６月１日施行｡
(33) 旧規定は, L. 5158 条であった｡
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Ⅱ.－この要件を欠くときには, 株主総会は次の者によっても招集されること
ができる：
１号 会計監査役；
２号 緊急の場合にはすべての利害関係人, または会社資本の (2001年５月
15日法律第2001420号)《５％》以上を結集する一人もしくは２人以上の株主,
または L. 225120条所定要件のもとに保証する株主団体
(34)
の請求により, 裁判上
選任された１人の受任者；
３号 清算人；
４号 株式公開買付もしくは株式公開交換後または支配の大部分を譲渡した
後の資本または議決権における多数派株主｡
Ⅲ.－L. 22557条から L. 22593条に服する会社において, 株主総会は業務監査
役会により招集されることができる｡
Ⅳ.－前記各項の規定は, 特種株主総会に適用しうる｡ 裁判による受任者の選
任を求める株主は, 利害関係ある種類株式の (2012年３月22日法律第2012387
号第17Ⅱ4
｡
条)《20分の１》以上を結集しなければならない｡
Ⅴ.－定款に反対の定めがある場合を除き, 株主総会は, 会社住所またはその
同一県内の他のいずれの場所においても招集される｡
(1966年７月24日法律第66537号第158条)
(総会の招集手続)
L. 225104条 ① 株主総会の招集は, コンセイユ・デタの議を経たデクレ
により定められた期間内および手続のもとに行われる｡
② 不正規に招集された総会は, 取り消されることができる｡ ただし, すべて
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(総会招集受任者の選任)
R. 22565条 ① 株主は, L. 225103条所定の受任者の選任をレフェレにより
決定する商事裁判所長に請求することを, 自己の費用において株主の中の１人に
委託することができる｡
② オルドナンスは総会の議事日程を定める｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第122条)
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(34) association d’acttionnaires
の株主が出席しまたは代理されたときは, 無効請求の訴えは受理されない｡
(1966年７月24日法律第66537号第159条)
(定款による招集規則の制定)
R. 22562条 R. 22566条ないし R. 22570条の規定の留保のもとに, 会社の定
款は, 株主総会の招集規則を定める｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第120条)
(通知書の記載事項)
R. 22566条 ① 招集通知書は, 場合によりその略号を伴う社名・会社形態・
会社資本の総額・会社住所の宛名・R. 123237条第１号および第２号所定の事項・
総会の日時および場所ならびに非常・通常または特種の総会の種類およびその議
事日程を記載する｡
② ごくわずかな重要性しか示すことにならない雑件を除き, 議事日程に記載さ
れる事項は, 他の文書を参照する必要がないように, その内容および範囲がはっ
きりと分かるように作成される｡ 招集通知書は, 株主が剰便
(35)
により投票すること
ができる要件および場所ならびに株主が必要な用紙
(36)
およびそれに添付される文書
を取得しうる要件, (2006年12月11日デクレ第20061566号第23条)《必要な場合
には書面による質問が送付されうるメールアドレス》を表示する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第123条)
(公告または通知)
R. 22567条 ① 招集の通知書は, 会社住所のある県下で法定公告受理資格
のある新聞に, さらに, (2009年５月19日デクレ第2009557号第 3Ⅶ条)《会社
の株式が規制市場上での取引を認められているとき》(2006年12月11日デクレ第
20061566第24条)《または会社の全株式が記名式ではないときは,》義務的法定
公告官報に掲載される｡
② 会社の全株式が記名式であるときは, 前項所定の掲載は, 各株主に対し会社
の費用で発送される普通郵便または書留郵便をもってなされる招集により代えら
れることができる｡ 当該招集は, R. 22563条所定の要件のもとに利用される電
気通信の電子的方法をもって株主により指定されたアドレスに発せられることも
できる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第124条)
(通知の方式)
R. 22568条 ① R. 22567条第１項所定の招集通知書の掲載期日より１箇月
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(36) formulaires
以上前から記名証券の名義人である株主は, 普通郵便をもってすべての総会に招
集される｡ 当該株主は, 書留費用の額を会社に送付することを要件として, 書留
郵便をもって招集されることを請求することができる｡ 当該招集は, R 22563条
所定の要件のもとに利用される電気通信の電子的方法をもって株主により指定さ
れたアドレスに発せられることもできる｡
② すべての株式共有者は, 記名登録
(37)
により前項所定の期間内にその権利が確認
されるときは, 同一の手続のもとに招集される｡
③ 株式が用益権を設定され, (2006年12月11日デクレ第20061566号)《または
賃貸借契約の対象になる》ときは, 議決権の行資者は同一の手続のもとにかつ同
一の要件のもとに招集される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第125条)
(招集の通知公告期間)
R. 22569条 招集通知書の記載日または最終の記載日, あるいは郵便の発送
日, あるいは電子的電気通信
(38)
による招集の伝達期日から総会の期日までの間の期
間は, 最初の招集については15日以上および以後の招集については (2010年６月
23日デクレ第2010684号)《10日》以上とする｡ (2006年12月11日デクレ第2006
1566号第126条)《総会が L. 23332条の規定を適用して招集されるときは, 当該
期間は最初の招集については６日以上および以後の招集については４日以上とす
る｡》裁判上の決定による総会の延期の場合には, 裁判官は異なる期間を定める
ことができる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第126条)
(第２回の総会招集手続)
R. 22570条 ① 総会が必要な定足数を欠くために正規に決議をすることが
できなかったときは, 第２回の総会が R. 22567条所定の手続のもとに招集され,
かつ招集通知書は最初の総会の日付を再掲する｡
② L. 22596条第２項および L. 22599条第３項所定の要件のもとに延期された
非常総会または特種株主総会の招集についても同様とする｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第127条)
(総会の議事日程)
L. 225105条 ① 総会の議事日程は, 招集の発議者により決定される｡
② しかしながら, 資本の５％以上を有する１人もしくは複数の株主または L.
225120条所定の要件を満たす株主団体は, 決議案の (2010年12月９日オルド
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｡
条)《論点
(39)
または》案文の議事日程への記載を請
求する権利を有する｡ この決議案の (2010年12月９日オルドナンス第2010
1511号第 22
｡
条)《論点またはその》案文は, コンセイユ・デタの議を経たデ
クレにより決定される要件のもとに総会の議事日程に記載され (2003年８月１
日法律第2003706号第119条)《かつ株主に通知される｡ 当該デクレは, 会社
資本が当該デクレにより定められた額を超えるときは, 本項により要求されて
いるパーセンテージを減少することができる｡
③ 総会は, 議事日程に記載されていない事項について決議をすることができ
ない｡ これにかかわりなく, 総会は, あらゆる場合において, １人または複数
の取締役または業務監査役会の構成員を解任し, その補充を行うことができる｡
④ 総会の議事日程は, 第２回の招集について変更されることができない｡
(1966年７月24日法律第66537号第160条)
⑤ (2003年８月１日法律第2003706号第119条)《労働法典 L. 4321 条を適
用して企業委員会が諮問を受けた企業の経済的または法的組織の変更について,
総会が決議をするために招集されたときは, 当該総会の通知書は企業委員会に
伝達される｡》
(議事日程への決議の論点・議案の記載請求)
R. 22571条 ① 会社資本の５％以上を有する株主による総会の議事日程へ
の決議案の (2010年12月23日デクレ第20101619号)《論点または》案文の記載の
請求は, 受領通知書請求付書留郵便または電子的電気通信により会社住所に送付
される｡
② しかしながら, 会社資本が75万ユーロを超えているときは, 前項の適用によ
り有すべき資本額は, その会社の資本の大きさに応じて次のように減少される：
a) 最初の75万ユーロについては４％；
b) 75万ユーロと750万ユーロの間に含まれる資本部分については2.50％；
c) 750万ユーロと1500万ユーロの間に含まれる資本部分については１％；
d) 上記資本の超過部分については0.50％｡
③ (2010年12月23日デクレ第20101619号)《議事日程への論点の記載の請求は,
正当なものでなければならない｡》
④ (2010年12月23日デクレ第20101619号)《決議案文の記載の》請求は, 簡単
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な理由書を付け加えられることができる決議案の原文を添付される｡
⑤ (2006年12月11日デクレ第20061566号)《決議案が取締役会または業務監査
役会への候補者の推薦に関するときは, R. 22583条第５号所定の情報が添付さ
れなければならない｡
⑥ 当該請求の発議者は, 会社により所持されている記名証券の口座または
(2009年３月16日デクレ第2009295号第４条)《通貨および金融法典 L. 2113 条
所定の仲介者》により所持されている無記名証券の口座における対応する証券の
登録による必要な資本部分の保有またはその代理権を, (2010年12月23日デクレ
第20101619号)《当該請求の日に,》証明する｡
⑦ (2010年12月23日デクレ第20101619号)《決議案の論点または》案文の検査
は, 当該請求の発議者による総会前３営業日のパリ時間０時までの, 同一の口座
における証券の会計登録を正当化する新たな証明書の送付に服する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第128条)
(同上)
R. 22572条 ① (2006年12月11日デクレ第20061566号第28条)《総会の議
事日程への決議案の (2010年12月23日デクレ第20101619号)《論点または》案文
の記載を求める権利を行使することを望む (2009年５月19日デクレ第2009557号
第 3Ⅷ条)《全株式が記名式である》会社のすべての株主は, 書留郵便または R.
22563条所定の要件のもとに利用される電気通信の電子的方法により, 当該株主
により指定されたアドレスに全総会またはいくつかの総会の開催のために予定さ
れた日付を通知することを請求することができる｡》株主が送料の額を会社に送
付したときは, 会社は, 当該通知書を送付, または, R. 22563条所定の要件の
もとに利用される電気通信の電子的方法により, 当該通知書を株主に対し, 当該
株主により指定されたアドレスに発信しなければならない｡
② 議事日程への決議案の (2010年12月23日デクレ第20101619号)《論点または》
案文の記載の請求は, 最初の招集にもとづいて招集される総会期日の少なくとも
25日前に発せられなければならない｡
③ (2009年５月19日デクレ第2009557号第 3Ⅷ条)《会社の株式が規制市場上
での取引を認められている場合には, 本条の規定は適用されない｡》
(1967年３月23日デクレ第67236号第129条)
(総会の招集)
R. 22573条 (2010年６月23日デクレ第2010684号) Ⅰ.－① 会社の株式が
規制市場上での取引を認められている場合またはすべてが記名式ではない場合に
は, R. 22566条所定の招集は, 総会の開催の35日以上前に義務的法定公告官報
に公示された通知書によって行われる｡ 当該期間は, 総会が L. 23332条の適用
により招集される場合には, 15日に短縮される｡
② 前項所定の通知書は, R. 22566条第１項により要求される事項のほか, 次
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の情報を含む：
１号 株主が総会に参加しかつ投票するために従うべき手続, とくに委任状,
通信または電子的方法による投票の明確かつ正確な説明；
２号 L. 225105条第２項および L. 225108条第３項所定の権限の行使手続,
とくに決議案の (2010年12月23日デクレ第20101619号)《論点または》案文およ
び書面による質問を送付されることができる郵便の宛先および場合により電子的
なアドレス, それらの送付のために与えられる期間, 本款の規定に従って送付さ
れるべき証拠書類の一覧表の明確かつ正確な説明；
３号 会社が委任状もしくは郵便による投票用紙または R. 22576条第３項所
定の統一書類をすべての株主に送付する場合を除き, これらが入手されかつ返送
されることができる場所および要件とくに期間；
４号 R. 225731 条所定の情報が載せられる R. 21020条所定のインターネッ
トサイトのアドレス, および場合により R. 22561条所定のインターネットサイ
トのアドレス；
５号 本条所定の要件をその日に満たしている株主のみが総会に参加すること
ができることを明確にしたうえで, R. 22585条所定の登録日；
６号 取締役会または場合により業務執行役会により総会に提出される決議案
文の原文；
７号 以下のものの全文について閲覧に供される場所と日付：
a) とくに L. 225115条および R. 22583条に従って総会に提出されること
が予定されている書；
(2010年12月23日デクレ第20101619号第４条)《b) 場合により株主により提
出された決議案文, ならびに株主の請求により議事日程に追加された論点がある
ときはその一覧；
③ 会社が議決権なき優先配当株式または資本に組入れ可能な有価証券
(40)
を発行し
たときは, 公示された通知書は, 場合により議決権なき配当優先株式の名義人の
特種株主総会または L. 228103条所定の全体総会
(41)
の同意
(42)
または承認
(43)
により, 通知
書に決議を付す義務も記載する｡
(2010年12月23日デクレ第20101619号)《Ⅱ.－① 議事日程への決議案の論
点または案文の記載の請求は, 前記Ⅰ所定の通知の日後20日を超えては送付され
ることができず, 遅くとも総会日の25日前までに会社に到達しなければならない｡
《② 総会が L. 23332条の規定を適用して招集されるときは, 上記請求は遅く
とも総会の10日前までに会社に到達しなければならない｡
《③ 通知書は, 請求の送付のために与えられた期間を記載する｡》
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(43) approbation
Ⅲ. －2010年６月23日デクレ第2010684号により削除｡
(インターネットサイト上の公示)
R. 225731 条 (2010年６月23日デクレ第2010684号) ① 遅くとも総会の
21日以上前から始まる連続する期間中, 株式が規制市場上における流通を認めら
れている会社は, R. 21020条所定のインターネットサイト上に次の情報および
文書を公示する：
１号 R. 22573条所定の通知書；
２号 種類株式が存在する場合には, 各種類株式について R. 22573条所定の
通知書の公示日に現存する株式数および議決権数を明確にして, 現存の議決権の
総数およびその日に会社資本を構成する株式数；
３号 とくに L. 225115条および R. 22583条の規定に関して, 総会への提出
が予定されている文書；
４号 取締役会または場合により業務執行役会により総会に提出される決議案
の原文
５号 郵便による投票用紙および委任状による投票用紙または R. 22576条第
３項所定の統一書類｡
② 技術上の理由のために当該用紙がインターネットサイト上で入手されること
ができないときは, 会社は, 当該用紙が入手されることができる場所および要件
についてインターネットサイト上に表示する｡ 会社は, その請求をするすべての
株主に会社の費用をもって当該用紙を送付する｡
(2010年12月23日デクレ第20101619号)《③ 会社は, 株主により提出された
決議案の原文および株主の請求により議事日程に追加された論点の一覧を, イン
ターネットサイト上に直ちに公示する｡
《④ 議事日程に記載された各論点について, 会社は, 取締役会または場合によ
り業務執行役会の解説を公示することもできる｡》
⑤ 総会が L. 23332条の規定を適用して招集されたときは, 本条第１項所定の
期間は最短総会の15日前まで短縮される｡
(決議の論点・議案の受領通知)
R. 22574条 (2012年12月23日デクレ第20101619号) ① 取締役会長または
業務執行役員会長は, 決議の論点または議案の議事日程への記載請求の受領の日
から５日以内に書留郵便によりその受領を通知する｡ 当該受領証は, R. 22563
条所定の要件のもとに利用される電気通信の電子的方法をもって株主により指定
されたアドレスに発せられることもできる｡
② 決議の論点または案は, 議事日程に記載される｡
③ 決議案は, 株主総の議決に服する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第131条)
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(株主の議決権代理行使)
L. 225106条 (2010年12月９日オルドナンス第20101511号第３条) 《Ⅰ.－
① 株主は, 他の株主・自己の配偶者または民事連帯契約
(44)
を締結したパートナー
により自己を代理させることができる｡
《② 株主は, 加えて, 次の場合に, その者の選択により, あらゆる自然人ま
たは法人により自己を代理させることができる：
《１号 会社の株式が規制市場上での取引を認められている場合；
《２号 会社の株式が, 金融市場当局の一般規則所定の要件のもとに当局に
より決定された一覧表に掲げられ, 当局の一般規則所定の要件のもとにおける
インサイダー取引・相場操縦および虚偽の情報の流布から投資家を保護するこ
とを目的とする法律上または規則上の規定に服する多国間の取引制度上での取
引が認められ, かつ定款がこのことを定めている場合｡
《Ⅱ.－委任およびその取消がなされたときのその取消は, 会社に書面で通知
され, かつ伝達される｡ 本項の適用要件は, コンセイユ・デタの議を経たデク
レにより明確にされる｡
《Ⅲ.－》① 各株主総会の開催前に, 取締役会長または場合により業務執行
役会長は, 本条の規定に従って総会において株主を代理するために１人または
複数の受任者を選任することを当該株主に認めるために, L. 225102条所定の
株主の意見聴取を準備することができる｡
② L. 22523条または L. 22571条の適用により定款が変更され, 通常総会が
取締役会または場合により業務監査役会に１人または複数の従業員株主または
会社の株式を保有している投資合同ファンドの業務監査役会構成員である従業
員を選任しなければならないとき, 当該意見聴取が強制される｡
③ (2001年２月19日法律第2001152号) 《当該意見聴取は, 非常総会が L.
22523条または L. 22571条の適用による定款変更を決定するときにも強制さ
れる｡》
④ 前記各項の規定に反対する条項は, 記載されていないものとみなされる｡
⑤ 受任者の表示すべての委任状について, 総会の議長は, 取締役会または場
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合により業務執行役員会により提出されまたは承認された決議案の可決に賛成
する投票であり, 他のすべての決議案には反対する投票であると表明する｡ 他
のすべての投票を行うためには, 株主は, 委託者により指定された方針で投票
することを承諾する受任者の選定をしなければならない｡
(1966年７月24日法律第66537号第161条)
(議決権の代理行使)
L. 2251061 条 (2010年12月９日オルドナンス第20101511号第４条) ①
L. 225106条Ⅰ第３項および第４項所定の場合において, 株主がその配偶者ま
たは民事連帯契約を締結したパートナー以外の者により自己を代理させる場合
に, 当該株主は, 受任者が当該株主の利益以外の利益を追求する危険性を推測
することを当該株主に可能にするあらゆる事実について, 当該受任者により情
報提供を受ける｡
② 当該情報提供は, とくに, 受任者が, または場合により受任者がその計算
フ
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六) (委任状による代理権の付与)
R. 22579条 ① 総会において自己を代理させるために株主により付与され
る委任状は, 当該株主によりまたは場合により電子署名の方法により署名され,
その氏名・通称および住所を表示する｡ 当該委任状は, 他の者に復代理させる権
限を有しない受任者1名を特定的に指名することができる｡
② (2011年11月９日デクレ第20111473号第４条)《第１項の適用により, 会社
が定款に従って電子的伝達方法による総会への株主の参加を可能にすることを決
定するときは, 株主またはその法定もしくは裁判上の代理人の署名は, 署名付き
の遠隔地投票の用紙とともにその関係を保証する株主確認の信頼しうる方法から
生じうる｡》
③ 委任は１個の総会に対してのみ与えられる｡ ただし, 当該委任は, 同日にま
たは15日以内に開催される通常総会および非常総会である２個の総会に対して付
与されることができる｡
④ １個の総会に対して付与された委任は, 同一の議事日程をもって招集される
継続する総会に対してもその効力を有する｡
(2010年６月23日デクレ第2010684号)《⑤ 受任者は, その選任のために必
要な手続と同一の手続に従って解任することができる｡
《⑥ 株式が規制市場上での取引が認められている会社にあっては, 電子的方法
による受任者の選任および解任の通知ができる｡》
(1967年３月23日デクレ第67236号第132条)
402(1438) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
で行動するその者が, 次のことを行うという事実を対象とする：
１号 総会が開催されるために招集される会社を, L. 2333 条の意味で監督
する；
２号 当該会社の業務執行・管理もしくは監査機関の構成員または L. 2333
条の意味で会社を監督する者になる；
３号 会社または L. 2333 条の意味で会社を監督する者により雇用される；
４号 L. 2333 条の意味で監督され, または同条の意味で会社を監督する者
により監督されている者もしくは存在として第２号または第３号所定の職務の
１つを行う｡
③ 当該情報提供は, 受任者または場合によりある者のために行動する者と第
１号および第４号に列挙された状況の１つにある自然人の間に家族関係が存在
するときにも行なわれる｡
④ 委任中に前記各項所定の事実の一つが生じたときは, 受任者はそのことを
直ちに委任者に情報を提供する｡ 委任者による委任の明示の確認のない場合に
は, 委任は失効する｡
⑤ 委任の失効は, 直ちに受任者により会社に通知される｡
⑥ 本条の適用要件は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより明確にされ
る｡
(同上)
翻
訳
(情報提供の方法)
R. 225821 条 (2010年12月23日デクレ第20101619号) L. 2251061 条の適
用については, 受任者に課せられる情報提供は, 受領通知書請求付書留郵便によ
り, または受任者が事前に株主の合意を得たときは電子的伝達方法により, 受任
者により株主にもたらされる｡
(同上)
R. 225822 条 (2010年12月23日デクレ第20101619号) L. 2251061 条第９
項
(45)
所定の通知は, 受領通知書請求付書留郵便または電子的伝達方法により会社に
対して受任者により行われる｡
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 403(1439)
(45) 本稿における第５項に相当する｡
404(1440) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
L. 2251062 条 (2010年12月９日オルドナンス第20101511号第４条) ①
L. 225106条第３項および第４項所定の会社の総会において株主を代理するた
めに委任状を受領することをなんらかの手続のもとおよびなんらかの方法によ
り１人または複数の株主に直接または間接に提案することにより, 委任の能動
的な勧誘を行うすべての者は, 自己の投票政策を公表する｡
② 前項の者は, 同様に, 総会に提出された決議案についての自己の投票の意
図を公表する｡ これらの者は, その際, 投票の指示なく受領したすべての委任
状について, このように公表された投票の意図に従った投票を行う｡
③ 本条の適用要件は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより明確にされ
る｡
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(投票政策)
R. 225823 条 (2010年12月23日デクレ第20101619号) Ⅰ.－L. 2251062
条の意味で委任の能動的な勧誘を行う者はすべて, 正規に更新された“投票政策”
と名付けられた文書をインターネットサイト上に公示する｡ 加えて, 当該文書は,
当該文書が記載する住所または会社住所の宛先に参照されることができる｡
Ⅱ.－当該文書は, 以下の事項を含む：
１号 自然人について, その姓・名・出生の日付および場所・住所；
２号 法人について, その法的形態・社号または社名・会社資本の総額・会社住
所の宛先・目的ならびに付された決議を審理しかつ分析する任務を負う機関およ
び表明される投票を決定する任務を負う機関｡
Ⅲ.－① 当該文書は, 投票の指示なく受領した委任状に対応する議決権の行使
の際に, 受任者が参照しようとする基本方針を記載する｡
② 当該文書は, 総会に付されたさまざまな型の決議に対応する項目により関係
者の投票政策を提示する｡
③ 当該項目は少なくとも以下の事項を対象とする：
１号 定款変更をもたらす決定；
２号 計算書類および成果の承認；
３号 会社機関の選任および解任；
４号 L. 22538条および L. 22540条から L. 22542条ならびに L. 22586条およ
び L. 22588条ないし L. 22590条所定の契約；
５号 資本証券の発行および償還の計画；
６号 会計監査役の選任｡
④ 加えて, 当該文書は, 議決権の関係者による自由な行使に影響を与えやすい
利益対立を明らかにし防ぎ, 防止しかつ調整するための手続を記述する｡
Ⅳ.－L. 2251062 条第４項
(46)
所定の投票の意図の公示は, 委任の能動的な勧誘を
(制裁)
L. 2251063 条 (2010年12月９日オルドナンス第20101511号第４条) ①
会社がその住所を有する管轄内の商事裁判所は, L. 2251061 条第３項ないし
第７項所定の情報提供義務または L. 2251062 条の規定の不遵守の場合には,
委任者の請求により, ３年を超えることができない期間について, 関係する会
社のすべての総会において受任者の資格で参加する権利を当該受任者から奪う
ことができる｡ 裁判所は, 受任者の費用による当該決定の公示を決定すること
ができる｡
② 裁判所は, L. 2251062 条の規定の不遵守の場合に, 会社の請求に基づき,
受任者に対して同様の制裁を言い渡すことができる｡
(郵便による投票)
L. 225107条 (2001年５月15日法律第2001420号)《Ⅰ.》－① 株主はす
べて, 記載事項がコンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められた用紙に
より, 郵便により投票することができる｡ これに反する定款の条項は, 記載さ
れていないものとみなされる｡
② 定足数の計算のために, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定めら
れた期間の要件のもとに, 総会の開催前に会社により受領された用紙のみが考
慮される｡ いかなる投票の方向も示していない, または棄権を表明した用紙は,
否決票とみなされる｡
(1966年７月24日法律第66537号第1611 条)
(2001年５月15日法律第2001420号)《Ⅱ.－定款が定めるときには, 株主の確
認を可能にするテレビ会議または電気通信の方法により総会に参加する株主は,
定足数および多数の計算に関して出席者とみなされ, その適用の種類と要件は
コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められる｡》
翻
訳
行う者のインターネットサイト上で行われる｡
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 405(1441)
(46) 相当する規定は不明のように思われる｡
(電子的方法による投票)
R. 22561条 定款が電気通信の電子的方法により総会において投票すること
を株主に認めている会社は, この目的のために認められた専用サイトの設備を整
える｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第119条)
(遠隔地投票の用紙の請求)
R. 22575条 総会の招集以降, すべての株主は, R. 22561条所定の要件のも
とに, 当該株主に書面または場合により電子的方法により, 遠隔地投票の用紙を
送付することを請求することができる｡ 当該請求は, 遅くとも開催の６日前まで
に会社住所に提出されまたは到達しなければならない｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1311 条)
(郵便による投票用紙)
R. 22576条 ① 郵便による投票用紙は, 総会への提出の順序に従って, 各
決議についての投票を可能にする；当該用紙は, 各決議について, 可決への賛成
票もしくは反対票または投票することを棄権する意思を表明する機会を株主に提
供する｡
② 用紙において表明されまたは投票の表示の欠如から生じるすべての棄権が決
議の可決への反対票として扱われることは, 極めて明白に株主に通知される｡
③ 当該用紙は, 場合により, 委任状の用紙と同一の文書上に表示することがで
きる；この場合において, R. 22578条が適用されうる｡
④ 当該用紙は, R. 22577条第２項の規定の再掲, および定款に従い算入され
るために会社により受領されている日付の表示を伴う；会社と当該会社により権
限を付与された仲介者の間で, 当該仲介者は会社により定められた日以前のある
日付の後に当該仲介者により受領された投票用紙を会社に渡すことをもはや承諾
しないことが合意されたときは, 当該日付の記載がなされる｡
⑤ 当該用紙には, 以下のものが添付される：
１号 理由説明書および発議者の表示を供う提案された決議の原文；
２号 R. 22583条に記載されかつ R. 22588条第３項の規定の適用を請求する
ことができることを株主に情報提供する書類および情報の送付の請求；
３号 L. 225100条所定の通常総会に関して, R. 22581条所定の説明書および
書類｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1312 条)
(同上)
R. 22577条 ① 会社により受領された投票用紙がその日以降もはや算入さ
れない日付は, 定款によってより短い期間が定められている場合を除き, 総会開
催日の３日より前であることはできないものとする｡ ただし, 遠隔地投票の電子
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406(1442) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
的用紙は, 総会開催の前日の最終パリ時間15時まで会社により受領されることが
できる｡
② 会社により受領される郵便による投票用紙は, 次のものを含む；
１号 株主の氏名・通称および住所；
２号 (2006年12月11日デクレ第20061566号第18条)《保有されている証券の
記名式または無記名式の表示および当該証券の数, ならびに会社により保有され
ている記名証券の口座または (2009年３月16日デクレ第2009295号第 43
｡
条)
《通貨および金融法典 L. 2113 条所定の仲介者》により保有されている無記名
証券の口座における証券の登録を確認する記載｡ 設けられた参加証明書は, 当
該用紙に添付される｡
３号 (2011年11月９日デクレ第20111473号)《株主またはその法定もしくは
裁判上の代理人による署名または場合により電子署名｡ 会社が定款に従って電子
的伝達方法により総会への株主の参加を可能にすることを決定するときは, 当該
電子署名は, 署名付きの遠隔地投票の用紙とともにその関係を担保する株主確認
の信頼しうる手続により生じることができる｡》
③ 総会ごとに会社に送付された郵便による投票用紙は, 同一の議事日程をもっ
て招集される継続する総会に対しても, その効力を有する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1313 条)
(委任状用紙と郵便による投票用紙の統一用紙)
R. 22578条 会社が R. 22576条第３項所定の統一書類を利用するときは, 当
該書類は, R. 22576条および R. 22577条および R. 22581条第５号と第６号所
定の記載事項に加えて, 次の事項を含む：
１号 各決議ごとに, 郵便による１回の投票にかぎりまたは委任状による１回
の投票にかぎり利用されることができること；
２号 規定が当該書類について準用される L. 225106条所定の要件のもとに選
任された受任者に, 署名者の名において投票するための委任状が与えられること
ができること；
３号 新たな決議が総会に提出されたときは, 署名者は, 棄権する意思を当該
書類に表示するか, または総会の議長もしくは L. 225106条の要件のもとに選任
された受任者１名に委任する権限を有すること｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1314 条)
(委任状用紙)
R. 22581条 ① 会社により, または会社が送付のために任命した受任者に
より, 場合により R. 22561条所定の要件のもとに電子的方法により, 株主に送
付されるすべての委任状の用紙には, 次のものが付加されなければならない：
１号 当該総会の議事日程；
(2010年12月23日デクレ第20101619号第７条)《２号 取締役会または場合に
翻
訳
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 407(1443)
より業務執行役会により提出された決議案の原文, ならびに株主により提出され
た決議案の原文および必要に応じ R. 22571条ないし R. 22574条所定の要件のも
とに当該株主の請求により議事日程に付加された論点；》
３号 経過会計年度中における会社の状況に関する簡略な説明；
４号 R. 22583条に記載されかつ R. 22588条第３項の規定の適用を請求する
ことができることを株主に情報提供する書類および情報の送付の請求方法；
５号 L. 225107条の規定の再掲を含む郵便による投票用紙；
６号 (2010年12月23日デクレ第20101619号；2011年11月９日デクレ第2011
1473号)《L. 225106条から L. 2251063 条の》規定について極めて明確な再掲；
７号 株主自ら総会に出席する代わりに, 当該株主は次の３つの方法のうちの
１つを選択することができるという表示：
(2010年12月23日デクレ第20101619号)《a) L. 225106条の要件のもとに委
任状を付与する；》
b) 郵便により投票する；
c) 委任の表示なく会社に委任状を送付する；
８号 いかなる場合にも, 株主は委任状用紙と郵便による投票用紙を同時に会
社に返送することはできないという表示｡
② 本条第８号の規定に違反して委任状用紙と郵便による投票用紙を返送した場
合には, 郵便による投票用紙に表示された投票を予備として, 委任状用紙が算入
される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第133条)
(委任状用紙・遠隔地投票の用紙)
R. 22582条 R. 22561条所定の要件のもとに電子的方法により送付される委
任状用紙および遠隔地投票の用紙は, 委任状用紙および郵便による投票用紙に関
する R. 22576条ないし R. 22581条および R. 22595条所定の規定を遵守する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第134条)
(特種株主総会後の通常総会の議決)
R. 22596条 R. 22840条ないし R. 22848条所定の議決権なき配当優先株式の
保有者の特種株主総会が通常総会に服する決議について意見を採用する可能性の
あるときは, 通常総会は, 当該特種株主総会の終了後にのみ議決することができ
る｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1451 条)
(会議に参加する株主の同一性・有効な参加の担保方法)
R. 22597条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第38条) L. 225107条Ⅱ
を適用するため, テレビ会議または電気通信の方法により会議に参加する株主の
同一性および会議への有効な参加を担保するこれらの方法が, 少なくとも参加者
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の声を伝達し, 決議の継続的かつ同時中継を可能にするための技術的性質を満た
すものとする｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1452 条)
(電子的方法による議決権行使)
R. 22598条 (2009年２月25日デクレ第2009234号)《R. 22561》条の要件の
もとに電子的方法により会議で議決権を行使する株主は, 事前に会議において付
与されたコードにより自ら同一性が確認された後にのみ, この目的のために開設
されたサイトにアクセスすることができる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1453 条)
(仲介者による代理)
L. 2251071 条 (2001年５月15日法律第2001420号) L. 2281 条第 (2004
年６月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅲ条)《第７》項所定の証券の所有
者は, 当該条文所定の要件のもとに, 登録された仲介者により自己を代理させ
ることができる｡
(株主に対する情報の提供・書面による質問)
L. 225108条 ① 取締役会または場合により業務執行役員会は, 会社の業
務執行およびその事業の進展状況に関し, 事情を熟知のうえ意思を表明し, か
つ調査のうえ判断を下すことを株主に可能にするために必要な文書を株主に発
送しまたはその閲覧に供しなければならない｡
② 当該文書の種類および株主に対する文書の送付または株主の閲覧に供され
る要件は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められる｡
③ 第１項所定の報知の後から, すべての株主は, 質問を書面により行う権限
を有し, この質問に対して取締役会または場合により業務執行役会が総会にお
いて回答しなければならない｡ (2010年12月９日オルドナンス第20101511号)
《質問が同じ内容である場合には, 同一の回答が当該質問にもたらされること
ができる｡
④ 《書面による質問に対する回答は, 当該回答が Q & Aに割当てられた項目
の中に会社のインターネットサイトにある以上, 与えられたものとみなされる｡
(1966年７月24日法律第66537号第162条)
翻
訳
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 409(1445)
[参照条文] R. 22581条 (前述 L. 225107条の参照条文)・R. 22583条 (前述 L.
22596条の参照条文)
(書面による質問)
R. 22584条 ① L. 225108条第３項所定の書面による質問は, 取締役会長も
しくは業務執行役員会長宛の受領通知書請求付書留郵便により会社住所に, また
は, 電子的電気通信方法により招集通知において指定されたアドレスに, 遅くと
も総会会日の４営業日前までに送付される｡
② 前記書面による質問は, 会社により保有されている記名証券の口座, または
(2009年３月16日デクレ第2009295号第 44
｡
条)《通貨および金融法典 L. 2113
条所定の仲介者》により保有されている無記名証券の口座における登録証明書を
添付される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1351 条)
(総会開催前の送付請求)
R. 22588条 ① 総会の招集以降その開催日を含めその５日前までに, 記名
証券の名義人であるすべての株主は, R. 22581条および R. 22583条所定の書類
および情報を, 指定した宛名に対し自己に送付することを会社に請求することが
できる｡ 会社は, 開催前に会社の費用をもって当該送付をなす義務を負う｡ 当該
送付は, 株主により指定されたアドレスに対して, R. 22563条所定の要件のも
とに利用される電気通信の電子的方法により行われることができる｡
② 同一の権利は, (2009年３月16日デクレ第2009295号第 46
｡
条)《通貨およ
び金融法典 L. 2113 条所定の仲介者》(2006年12月11日デクレ第20061566号第
37条)《により保有されている無記名証券の口座における登録証明書の送付によ
り》自己の資格を証明する無記名証券の所持人であるすべての株主にも開設され
る｡
③ 第１項所定の株主は, 爾後の各株主総会に際して, 前記の書類および情報の
送付を請求のみにより会社から受けることができる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第138条)
(総会開催前の調査権)
R. 22589条 ① 年次通常総会の招集以降少なくとも開催期日前15日間, す
べての株主は, L. 225115条および R. 22583条列挙の文書および情報を, 会社
住所または管理指揮の場所において調査する権利を有する｡ ただし, 株主は, 同
じ15日間においてのみ, 会計監査役の報告書を同一の場所において調査する権利
を有する｡
② 株主は, (2007年12月26日デクレ第20071851号)《非常総会または》特種株
主総会の招集以降開催期日15日間においてのみ, 提出された決議の原文・取締役
会または業務執行役会の報告書および必要な場合には会計監査役の報告書を, 同
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410(1446) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
一の場所において調査する権利をも有する｡
③ 株主は, L. 225101条所定の通常総会の招集以降, 提出された決議案の原文・
取締役会または業務執行役会の報告書および L. 225101所定の会計監査役の報告
書を前項所定の要件のもとに調査することもできる｡
④ (2011年11月９日デクレ20111473号第６条) 調査権は謄写権を伴う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第139条)
(調査権および名簿請求権の行使)
R. 22591条 株主は, R. 22589条および R. 22590条により認められた権利を,
自らまたは当該株主が総会において自己を代理するために指名した受任者により,
行使する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第141条)
(専門家の補佐)
R. 22594条 文書および情報の報知を受ける権利を会社に対し行使するすべ
ての株主は, 上級裁判所および下級裁判所により作成された名簿の１つに登録さ
れた１名の専門家に, 自己を補佐させることができる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第144条)
(役員の持株)
L. 225109条 ① 会社の会長・執行役員・業務執行役会の構成員・当該会
社において取締役もしくは業務監査役会の構成員の職務を行う自然人もしくは
法人ならびにこれらの職務を行う法人の常置代表者は, コンセイユ・デタの議
を経たデクレにより定められた要件のもとに, その者自身または親権が解除さ
れていない未成年の子供に属し, かつ, 当該株式が規制市場上での取引を認め
られている場合には, 当該会社自身・当該会社の子会社・当該会社が子会社で
ある会社またはその子会社の他の子会社により発行されている株式を, 記名式
にしまたは寄託しなければならない｡
② 同一の義務は, 前項所定の者の同居配偶者に課せられる｡
(1966年７月24日法律第66537号第1621 条)
③ (2012年３月22日法律第2010387号第17Ⅱ5
｡
条) 本条の義務を果たさな
かったすべての者より保有されている株式の議決権および剰余金配当請求権は,
状況が正規化されるまで, 一時停止される｡ 一時停止中に行われたすべての投
票または行われたすべての配当の支払は無効である｡
翻
訳
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 411(1447)
(役員の持株)
R. 225110条 L. 225109条所定の者は, その者が当該条文所定の義務に服す
る証券に対する資格を取得する日から起算して１ヶ月以内に, その者が所有者で
ありまたは親権が解除されていない未成年の子供に属する L. 225109条により適
用される株式を, R. 225112条所定の要件のもとに, 記名式にしまたは寄託する
義務を負う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1531 条)
(同上)
R. 225111条 L. 225109条所定の者は, その者が当該条文により適用される
株式を取得するときは, 証券の所有開始のときから20日の期間内に, R. 225112
条所定の要件のもとに, 当該株式を記名式にしまたは寄託する義務を負う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1532 条)
(同上)
R. 225112条 L. 225109条所定の寄託は, 通貨および金融法典 (2009年３月
16日デクレ第2009295号)《L. 2113 条所定の》仲介者に対して行われる｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1533 条)
(議決権)
L. 225110条 ① 株式に付着する議決権は, 通常総会においては用益権者
に, 非常総会においては虚有権者に帰属する｡
② 株式共有者は, 総会において, 共有者の１人または単独受任者により代理
される｡ 意見不一致の場合には, 受任者は最も迅速な共有者の請求に基づき,
裁判上選任される｡
③ 議決権は, 質入された証券の所有者により行使される｡ この目的のために,
質権者である債権者は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められた
要件および期間のもとに, 当該債権者が質物として保有する株式を, 債務者の
請求に基づき寄託する｡
④ 定款は, 第１項の規定の適用を除外することができる｡
(1966年７月24日法律第66537号第163条)
(自己株式の議決権)
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[参照条文] R. 22585条・R. 22586条 (前述 L. 22596条の参照条文)
412(1448) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
L. 225111条 会社は, 当該会社により引き受けられ, 取得され, または質
入された株式について有効に投票することはできない｡ 当該株式は, 定足数の
計算については算入されない｡
(1966年７月24日法律第66537号第164条)
(通常総会参加に要する株式最少数)
L. 225112条 (2001年５月15日法律2001420号により削除) ① 定款は,
10を超えることはできない最少株式数を, 通常総会に参加する権利を認めるた
めに要求することができる｡
② ２人以上の株主は, 定款所定の最少数に達するために団結し, かつその中
の１人またはその中の１人の配偶者により, 自己を代理させることができる｡
(1966年７月24日法律第66537号第165条)
(非常総会・特種株主総会への参加)
L. 225113条 すべての株主は非常総会に参加することができ, L. 22599条
所定の株式を保有するすべての株主は, 特種株主総会に参加することができる｡
これに反する条項は, すべて記載がないものとみなされる｡
(1966年７月24日法律第66537号第166条)
(出席簿・議事録)
L. 225114条 (2012年３月12日法律第2012387号第17Ⅱ6
｡
条) ① 各総
会ごとに記載事項がコンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められている
出席簿が備えられ, これには各受任者に付与されるべき権限が付記される｡
② 総会決議は, 記載事項がコンセイユ・デタの議を経たデクレにより定めら
れる議事録により確認されなければならない｡
③ 本条の不遵守の場合には, 総会決議は取り消されることができる｡
翻
訳
(出席簿の記載事項)
R. 22595条 ① 株主総会出席簿は, 次の事項を含む：
１号 出席または L. 225107条Ⅱの意味で出席とみなされる各株主の氏名・通
称および住所, その者が名義人である株式数, ならびに当該株式に帰属する議決
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 413(1449)
(株主の報知請求権)
L. 225115条 株主はすべて, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定
められた期間内および要件のもとに, 次の報知を受ける権利を有する：
１号 (2011年５月17日法律第2011525号第591条により削除)《財産目録,》
年次計算書類および取締役または業務執行役会もしくは業務監査役会の構成員
の名簿, および連結計算書類がある場合には当該書類；
２号 総会に付議される取締役会, または場合により業務執行役会および業
務監査役会, および会計監査役の報告書；
３号 必要があるときは, 提案された決議案の原文と全文およびその提案理
由, ならびに取締役会または場合により業務監査役会の候補者に関する情報；
４号 従業員の実数が200名の賃金労働者を超えるか否かに従って, その数
が10名または５名の最多額の報酬を受ける従業員に支払われる報酬について,
会計監査役により正確であると証明されたその総額；
５号 (2004年６月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅵ条)《一般税法典
第238条２の１および４を適用して行われた支払》について, 会計監査役によ
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権の数；
２号 代理された各株主の氏名・通称および住所, その者が名義人である株式
の数, ならびに当該株式に帰属する議決権の数；
３号 各受任者の氏名・通称および住所, その委任者の株式の数, ならびに当
該株式に帰属する議決権の数；
４号 郵便により投票用紙を会社に送付した各株主の氏名・通称および住所,
ならびにその者が名義人である株式の数および当該株式に帰属する議決権の数｡
② 総会の事務局は, 委任者である各株主または郵便により投票する各株主の氏
名・通称および住所, その者が名義人である株式の数および当該株式に帰属する
議決権の数を記載する委任状または郵便による投票用紙を (2011年11月９日デク
レ第20111473号第８条)《, 場合により電子的またはデジタル化された形式で》
出席簿に添付することができる｡ この場合には, 総会の事務局は, 当該出席簿に
添付された委任状および郵便による投票用紙の数ならびに委任状および投票用紙
に対応する株式および議決権の数を表示する｡ (2011年11月９日デクレ第2011
1473号第８条)《出席簿・委任状および遠隔地投票用紙は, 紙, または必要に応
じてデジタル化もしくは電子的な形式で参照しうる｡》
③ 出席株主および受任者により正式に署名された出席簿は, 総会の事務局によ
り, 正確であると証明される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第145条)
414(1450) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
り証明されたその総額ならびに後援およびメセナの記名株式の表；
６号 (2011年５月17日第2011525号第582
｡
条により削除) (2003年８月１
日第2003706号第123Ⅰ条)《L. 22539条および第22587条に従って作成され
た》(2001年５月15日法律第2001420号)《標準的な条件に基づき締結された日
常取引を対象とする約定の一覧表およびその目的》
(1966年７月24日法律第66537号第168条)
(株主名簿の報知請求権)
L. 225116条 株主はすべて, あらゆる総会の開催前, コンセイユ・デタの
議を経たデクレにより定められた期間内および要件のもとに, 株主名簿の報知
を受ける権利を有する｡
(1966年７月24日法律第66537号第169条)
(書類・議事録・出席簿の報知請求権)
L. 225117条 株主はすべて, いつでも, L. 225115条所定の直近の３会計
年度に関する書類, および直近の３会計年度間に開催された総会の議事録およ
び出席簿の報知を受ける権利を有する｡
(1966年７月24日法律第66537号第170条)
翻
訳
[参照条文] L. 225121条・L. 2381 条・R. 22583条 (前述 L. 22596条の参照条
文)・R. 22588条・R. 22589条・R. 22591条 (前述 L. 225108条の参照条文)
(株主名簿)
R. 22590条 ① L. 225116条の規定の適用により, 株主は, 総会の開催前15
日の期間内に, R. 22589条所定の場所において株主名簿を調査しまたは謄写す
る権利を有する｡
② この目的のため, 株主名簿は, 総会開催の16日前に会社により閉鎖される｡
当該名簿は, 記名株式の各名義人の氏名・通称および住所を記載する｡ 加えて,
各株主が無記名式の保有者である株式の数が記載される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第140条)
[参照条文] L. 225121条・L. 2381 条・R. 22591条・R. 22594条 (前述 L. 225
108条の参照条文)
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 415(1451)
(株式の共有権者・虚有権者・用益権者の報知請求権)
L. 225118条 L. 225115条・L. 225116条および L. 225117 条所定の書類
報知請求権は, 共有株式の各共有者・株式の虚有権者および用益権者にも帰属
する｡
(1966年７月24日法律第66537号第171条)
L. 225119条 2001年５月15日第2001420号第1222
｡
条により削除
(株主団体)
L. 225120条 Ⅰ.－株式が規制市場上での取引を認められていない会社に
おいては, ２年以上前からの記名登録を立証し, かつ議決権の５％以上を共同
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(書類・議事録・出席簿の調査権)
R. 22592条 ① L. 225117条の規定の適用により, 株主は, 自らまたは受任
者により会社住所または管理指揮を行う場所において同条所定の文書を調査する
権利を有する｡
② (2011年11月９日デクレ20111473号第７条) 調査権は謄写権を伴う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第142条)
(定款謄本等の交付)
R. 225109条 ① すべての者は, いつでも, 請求日に効力を有する定款に合
致していると証明された謄本１通の交付を, 会社住所において受ける権利を有す
る｡
② 会社は, 取締役または場合により業務監査役会もしくは業務執行役会の構成
員ならびに在職中の会計監査役の氏名および通称を記載する名簿を当該文書に添
付する｡
③ 会社は, 当該交付のために, 0.3ユーロを超える額の支払を請求することは
できない｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第153条)
[参照条文] L. 2381 条・R. 22594条 (前述 L. 225108条の参照条文)
[参照条文] L. 2381 条・R. 22583条 (前述 L. 22596条の参照条文)・R. 22588
条・R. 22589条・R. 22591条 (前述 L. 225108条の参照条文)・R. 22590条 (前
述 L. 225116条の参照条文)・R. 22592条・R. 22594条 (前述 L. 225114条の参
照条文)
416(1452) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
で保有する株主は, 会社内部で自己の利益を表示することを目的とした株主団
体を結集することができる｡ L. 225103条・L. 225105条・L. 8236 条・L. 225
231条・L. 225232条・L. 8237 条および L. 225252条において当該株主に認め
られた権利を行使するためには, 当該団体は, 会社および (2003年８月１日法
律第2003706号第46Ⅴ条)《金融市場当局》に報知していなければならない｡
Ⅱ.－しかしながら, 会社資本が (2000年９月19日オルドナンス第200916号)
《75万ユーロ》を超える場合には, 前項を適用して表示すべき議決権の割合は,
資本に帰属する議決権の大きさに従って次のように減少される：
１号 75万ユーロから450万ユーロまでは４％；
２号 450万ユーロから750万ユーロまでは３％；
３号 750万ユーロから1500万ユーロまでは２％；
４号 1500万ユーロ以上は１％.
(1966年７月24日法律第66537号第1721 条)
(総会決議の無効)
L. 225121条 ① L. 22596条・L. 22597条・L. 22598条・L. 22599条第
３項および第４項, L. 225100条第２項および (2012年３月22日法律第2012
387号第17Ⅱ7
｡
条)《第225105条》に違反して総会によりなされた決議は,
無効とする｡
② L. 225115条および L. 225116条またはその適用のために定められたデク
レの規定に違反する場合には, 総会は取り消すことができる｡
(1966年７月24日法律第66537号第173条)
(議決権の個数)
L. 225122条 Ⅰ.－L. 22510条・L. 225123条・L. 225124条・L. 225125
条および L. 225126条の規定の留保のもとに, 資本株または享益株に帰属した
議決権は, 当該株式が表章する資本の割合に比例し, かつ各株式は, すくなく
とも１議決権を与える｡ これに反する条項は, すべて記載がないものとみなさ
れる｡
Ⅱ.－公益にもとづき資本の一部が国・県・市町村または公共機関の所有であ
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る株式発行会社, および, フランス本国外の管轄行政機関により認可される事
業を目的とする株式発行会社においては, 議決権は1967年４月１日に施行中で
あった定款により規律される｡
(1966年７月24日法律第66537号第174条および492条)
(二重議決権)
L. 225123条 ① 株式が表章する会社資本の割合部分にかんがみて, 他の
株式に与えられている議決権の２倍の議決権が, 同一の株主名で２年以上前か
らの記名登録を証明される全額払込済のすべての株式に対し, 定款または爾後
の非常総会により与えられる｡
② 加えて, 準備金・利益または発行プレミアムの組入による資本増加の場合
には, 二重議決権は, 当該権利を享受する旧株式に比例して, 株主に無償で公
布される記名株式に, その発行時から与えられることができる｡
③ (2014年３月29日法第2014384号第 71 第２号) 株式が規制市場上での取
引を認められている会社においては, 第１項所定の二重議決権は, 現実の経済
を回復することを目的とする2014年３月29日デクレ第2014384号の交付後に採
用された定款の反対の条項のないかぎり, 同一の株主名義での２年以上前から
の記名登録を証明された全額払込済のすべての株式について正当な権利である｡
２項の適用により無償で付与される記名株式に発行時から付与される二重議決
権についても同様である｡》
(1966年７月24日法律第66537号第173条)
(二重議決権の喪失・維持)
L. 225124条 ① (2008年８月４日法律第2008776号第57Ⅲ条) 無記名
式に転換されまたは所有権を譲渡された株式はすべて, L. 225123条を適用し
て与えられた二重議決権を喪失する｡ しかしながら, 相続・夫婦共有財産の清
算または配偶者もしくは相続権のある血族のための生存者間における贈与に伴
う移転は, 既得権を喪失させず, かつ L. 225123条第１項および最終項所定の
期間を中断しない｡ 二重議決権を付与した会社の定款に反対の条項のないかぎ
り, 株主である会社の合併または分割に伴う移転の場合についても, 同様であ
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る｡
② 会社の定款が二重議決権を設けたときであっても, 会社の合併および分割
は, １または複数の受益者である会社の内部で行使されることができる二重議
決権については, 効力を有しない｡
(1966年７月24日法律第66537号第176条)
(議決権数の制限)
L. 225125条 ① 定款は, 各株主が総会において有する議決権の数の制限
につき, その制限が議決権なき優先配当株式を除いて株式の種類による区別な
くすべての株式に課されるという要件のもとに, これを行うことができる｡
(1966年７月24日法律第66537号第177条)
② (2006年３月31日法律第2006387号第18条)《公開買付の対象になりかつ
株式が規制市場上における流通を認められている会社の定款において定められ
た前項所定の制限の効力は, 単独または協同して行動する当該買付の提案者が,
定款を変更するために必要な割合部分と同等以上かつ４分の３の限度内で金融
市場当局の一般規則により定められた当該割合部分を超えて, 買付対象会社の
資本または議決権の一部を, 保有することになるときは, 買付の終了後の最初
の総会の際に一時停止される｡》
(外国の規制市場上で株式の流通が認められている場合)
L. 225126条 (2010年10月22日第20101249号第49Ⅰ条) Ⅰ.－会社住所
がフランスに置かれた会社の株式が欧州連合
(47)
の加盟国または欧州経済領域
(48)
に関
する協定を始めた他の国の規制市場上における流通を認められているときは,
L. 2337 条Ⅳ第３号所定の者を除いて, 当該株式を対象とする１もしくは複数
の一時的な譲渡行為において, または, その者に権利を付与しまたは譲渡人に
当該株式を再度売却するもしくは返還することをその者に義務づけるすべての
行為において, 単独または協同して議決権の200分の１以上を表章する株式の
数を保有するすべての者は, コンセイユ・デタの議を経たデクレにより定めら
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(47) Union 
(48) Espace 	

れかつこれらの取引を定める契約がそのときに有効なままであるときは遅くと
も総会前の株主の口座への登録日に, その者が一時的に保有する株式の総数を
会社および金融市場当局に通知する｡ 当該申告には, 前述の取引の１つの名目
で取得した株式の数のほかに, 譲渡人の同一性, 取引に関する契約の日付およ
び履行期日, ならびに議決権拘束契約がある場合には当該契約を記載しなけれ
ばならない｡ 会社は, 金融市場当局の一般規則所定の要件および手続に従って,
当該情報を公示する｡
Ⅱ.－Ⅰ所定の要件のもとに会社および金融市場当局に対する通知がない場合
には, 同Ⅰ所定の行為の１つにより取得された株式は, 関係する株主総会に関
する, および当該株式の再売却また返還までに開催されるすべての株主総会に
ついて議決権を剥奪される｡ 本Ⅱに違反して株主総会によりなされた決議は,
取り消されることができる｡
Ⅲ.－会社がその住所を有する管轄内の商事裁判所は, 会社代表者・１人の株
主または金融市場当局の請求にもとづき, Ⅰ所定の通知を行わなかったすべて
の株主に対して, ５年間を超えることができない期間, 当該株主の議決権のす
べてまたは一部の停止を言い渡すことができる｡
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